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アジェンダ

気候変動に関する取り組み

サステナビリティに関する取り組みの概要

ＳＣＱに関する取り組み

人的資本に関する取り組み

ガバナンスに関する取り組み

※ＳＣＱ：Safety & Health（安全・健康最優先）、Compliance & Environment（法令遵守、公正な活動、環境保全）、
   Quality（『顧客』に提供する製品・サービス等の品質）
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サステナビリティに関する取り組みの概要
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企業理念・ビジョン・ミッション・私たちの目指す姿

統合報告書2025
10ページ

サステナビリティに関する取り組みの概要
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価値創造プロセス

統合報告書2025
12ページ

サステナビリティに関する取り組みの概要



6Copyright ©MITSUBISHI MATERIALS Corporation.All rights reserved.

マテリアリティ

◼ステークホルダーにとっての重要度、「私たちの目指す姿」に照らした重要度の2軸でマテリアリティを
整理・見直し、優先順位付け

◼環境の変化に適切に対応するため、選定したマテリアリティを毎年検証・見直し

統合報告書2025
16-21ページ

資源循環の推進

地球環境問題対応の強化

人的資本の強化

コミュニケーションの活性化

情報セキュリティの強化

SCQ課題への対応強化

持続可能なサプライチェーンマネジメントの強化

DXの深化

価値創造の追求

地政学・地経学リスク

これらに適切に対応していくことで、経済的価値と社会的価値の両立による企業価値の向上、 
当社グループにおけるさまざまなリスクの低減につなげていく

サステナビリティに関する取り組みの概要

●マテリアリティ一覧 ●選定、見直しのプロセス
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サステナビリティ経営体制

サステナビリティに関する取り組みの概要

◼サステナビリティ課題（マテリアリティ）への対応体制は次のとおり

サステナビリティ
レポート2025

7ページ

※1 SCQ: S:Safety ＆ Health, C:Compliance ＆ Environment, Q:Quality
※2 SCM: Supply Chain Management
※3 地経学リスク: ある国が経済的手段によりその地政学的な目標（国益）を達成しようとするリスク
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サステナビリティ活動の全体像

サステナビリティに関する取り組みの概要
統合報告書2025

44ページ
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Topics －資源循環の推進－

サステナビリティに関する取り組みの概要

◼2025年11月26日付で中期経営戦略（2026～2028年度）を公表

◼二次原料製錬の拡大、E-Scrap処理量倍増、タングステンリサイクル率100%により、資源循環ビジネスを
グローバルに展開し、資源循環ビジネスで未来を創る企業へ

※ 当社グループのタングステン製品製造拠点(中国拠点を除く)におけるリサイクル原料の使用比率
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ガバナンスに関する取り組み
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取締役会の構成

◼取締役会の構成については、取締役会及び指名委員会において、企業理念・ビジョン・中期経営戦略等を念
頭に、取締役会としてのあるべき姿を中長期視点で見据え、継続的に審議

統合報告書2025
63ページ

ガバナンスに関する取り組み

●取締役会・各委員会の構成の推移
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氏名 戦略の実行に対する監督 収益力向上に対する監督
主なサステナビリティ課題への対応に対する監督

人的資本経営の強化 資源循環の推進 地球環境問題への対応強化

小野 直樹
当社CEOとして当社グループの経営を統括した経験から
の視点

当社CEOとしての経験から
の視点

当社CEOとして資源循環戦
略を推進した経験からの視
点

当社再生可能エネルギー事
業担当役員としての経験か
らの視点

若林 辰雄 経営トップ経験からの視点
金融機関の働き方を踏まえ
た視点

五十嵐 弘司
中長期の経営戦略遂行経験
からの視点

生産技術・開発に関する実
務経験からの視点

製造業・技術者の人事マネ
ジメント経験からの視点

将来のトレンド、外部有識者との交流など幅広い観点か
らの課題提起

武田 和彦
製造業におけるグローバルマネジメント実務経験からの
視点

CFOとしての豊富な経験からの経営管理に関する視点

グローバル企業の経営幹部
としての経験からの視点

財務的視点からの課題提起

別府 理佳子
事業のグローバル展開に関
する深い知見からの視点

多様性に関する活動・取り
組み経験からの視点

多くの国内・海外企業間の
協業案件を担当した経験か
らの視点

桐山 一憲
製造業におけるグローバル
企業の経営経験からの視点

マーケティングに関する豊
富な経験からの視点

経営幹部育成に関する深い
知見からの視点

相樂 希美
分野横断的な技術的知見か
らの視点

官庁における人事マネジメ
ント経験からの視点

資源循環・地球環境行政に携わった経験からの視点

佐々木 一郎
顧客視点の商品開発及び全
社的なIT活用の取り組みを
主導した経験からの視点

製造業における経営トップ
経験からの視点

製造業・技術者の人事マネ
ジメント経験からの視点

製造業においてCEOとして環境への取り組みを主導した
経験からの視点

田中 徹也 当社製造現場における豊富な実務経験からの視点
当社製造現場における人事
マネジメント経験からの視
点

当社加工事業カンパニープ
レジデントとしての経験か
らの視点

当社地球環境担当役員とし
ての経験からの視点

平野 華世 IR・SR、経理・財務に関する豊富な実務経験からの視点
メーカー企業における人事
マネジメント経験からの視
点

主要テーマに対する取締役の貢献・提供視点

統合報告書2025
68ページ

ガバナンスに関する取り組み

※取締役について貢献度の高い項目を中心に記載しています
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取締役会等における議論の内容

◼取締役が当社事業をより良く理解し、企業価値向上に向けて執行側と意見交換できるよう取締役向けの説
明会（取締役説明会）を開催

●取締役会での議論内容（2024年度）

統合報告書2025
69ページ

●取締役説明会の開催実績・テーマ

• 中期経営戦略については、 取締役会だけでなく、
取締役説明会においても、全体構想や個別事業戦
略、財務計画等に対する進捗状況についての意見
交換を実施

• この他に、DE&I推進等のサステナビリティに関
する事項、個別事業戦略の進捗等についても取締
役説明会で意見交換

ガバナンスに関する取り組み

審議内容
取締役会での審議回数

決議事項 報告事項

経営戦略・事業関係 13回 11回

サステナビリティ関係 1回 7回

コーポレート・ガバナンス関係 4回 4回

決算・IR・財務関係 4回 28回

コンプライアンス・内部統制関係 - 23回

委員会関係 1回 38回

役員関係 17回 2回

その他 3回 1回

2025年

1月15日 中期経営戦略関係

1月29日 取締役会関係

2月13日
中期経営戦略、ダイバーシティ・エクイティ＆イ
ンクルージョン、個別事業戦略、取締役会関係

2月26日 経営方針、個別事業戦略、取締役会関係

3月12日
中期経営戦略、人的資本経営、個別事業戦略、取
締役会関係

3月26日 中期経営戦略、個別事業戦略関係

4月23日 決算関係

5月14日 決算関係

5月28日 中期経営戦略関係

6月11日 中期経営戦略関係

7月9日 中期経営戦略関係

7月30日 中期経営戦略関係

8月7日 中期経営戦略関係

8月27日 中期経営戦略関係

9月10日 中期経営戦略関係

9月30日 中期経営戦略、個別事業戦略関係

10月8日 中期経営戦略、取締役会関係

10月29日 中期経営戦略、個別事業戦略、グループ会社関係

11月11日 中期経営戦略関係

11月6日 コンプライアンス関係

12月10日
マテリアリティ、ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョン、個別事業戦略、グループ会社
関係
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取締役会実効性評価 －評価プロセス・結果の概要－

◼2024年度の実効性評価は、第三者機関を起用して実施

●評価プロセス

●評価結果

2024年度の取締役会の実効性は確保されていることを確認

統合報告書2025
71-73ページ

ガバナンスに関する取り組み

●課題および課題に対する2025年度の取り組み

・中長期的競争優位性について

取締役会としての事業観を形成し、2026年度以降を対象とした中期経営戦略の練り直しが

効果的に進むよう監督と助言を行う。

・取締役会運営の改善について

取締役会付議事項の見直し、取締役会におけるファシリテーションの強化、執行側への適切な

伝達について検討する。
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人的資本に関する取り組み
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主要KPIからみる現状

人的資本に関する取り組み

⚫ 経営層を巻き込んだ育成の強化

⚫ 業務経験を通じた育成の加速

執行役後継候補に占める次世代経営人
材育成プログラム選抜者の割合

管理職層における多様な属性※の割合
※女性、外国人、経験者採用、障がい者

エンゲージメントサーベイ全設問に
おける肯定的回答率

2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績*2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績

⚫ 女性管理職比率
2023年度：3.2%
2024年度：3.9%
2025年度：4.6% *

⚫ 強化領域における対前年度比
 → 「組織」 ▲3.7％

→ 「成長機会」＋1.7％ 

56.0%

*2025/12/1時点

71.7%69.7% 24.0% 28.6%27.0%

74.9% 74.4%73.0%

経営リーダー候補の持続的確保・育成 意思決定層における多様性の確保 エンゲージメントの継続的向上
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Topics －2025年度の取り組み－

人的資本に関する取り組み

◼ 非管理職層における、役割に応じた「役割等級制度」の導入

◼ グループ・グローバルでの人材マネジメントを加速
‐次世代経営人材育成プログラムのグループ展開
‐グループ・グローバルでのDE&I推進（国内モデル職場取り組み含む）
‐グループ・グローバルでのエンゲージメントサーベイ展開
‐グローバルHR会議を通じた人事連携強化、キーポジション・キータレントの把握
‐健康経営活動のグループ展開（国内30社）

◼ 健康経営、DE&I推進の取り組みに対する外部評価
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新中期経営戦略（2026～2028年度）における人事戦略

人的資本に関する取り組み

資源循環ビジネスで未来を創る企業へ

人事戦略

資源循環ビジネスのグローバル展開、スピード感ある抜本的構造改革の実行を
人事戦略の実行によって支えていく
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気候変動に関する取り組み
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統合報告書2025
45、91ページ

カーボンニュートラルに向けた目標

気候変動に関する取り組み

◼2025年2月に政府が設定した「日本のNDC」を踏まえ、Scope1（資源循環の取組みによる排出を除く 
GHG排出量）の2035年度、2040年度排出量削減目標を新たに設定。2030年度以降の具体的削減取組みの    
検討を加速

◼リスクと機会に関するシナリオ分析について、近年の制度環境・市場環境の変化を勘案し、2026年度に  
改めて実施予定
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統合報告書2025
45、47、91ページ

GHGの削減（Scope2）

■ 削減戦略の優先順位

Scope2の先行削減に注力。FIT非化石証書の活用に加え、PPAの導入拡大を進める。

気候変動に関する取り組み

当社グループの再エネ電力利用率は2023年度13%から
36%（2024年度）となり、2025年度目標を前倒して達成

再エネ証書の活用に加え、自己託送、CPPA等の調達拡大を
通じ、再エネ電力確保の最適化を推進

2035年 再エネ電力利用率100％を実現

再エネ発電量

0
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1600

2025 2030 2035 2050

地熱 水力 太陽光 風力
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統合報告書2025
45、47、91ページ

Topics －再生可能エネルギーの創出－

■ 遊休地を活用した太陽光発電設備の導入（自己託送）

気候変動に関する取り組み

■ 地熱・水力等の発電所の開発の推進

計画中の設備
・松木太陽光発電所
・八戸太陽光発電所

土地面積：14,300 m2
発電容量：1,755 kW

2025年11月1日運転開始

上：安比地熱発電所
出力：14,900 kW

左：小又川新発電所
出力：10,326 kW



23Copyright ©MITSUBISHI MATERIALS Corporation.All rights reserved.

統合報告書2025
48、49ページ

GHGの削減（Scope3：サプライチェーン全体での排出量削減へ向けた取り組み）

気候変動に関する取り組み

⚫ 排出規模の大きい事業者であるＵＢＥ三
菱セメント社の 排出量削減に関し、重
点的にコミュニケーションを深化。定期
対話の機会を設け、取組み情報共有推進。

⚫ Scope3カテゴリ1(購入した製品・サー
ビス)の排出量の5割強に相当する銅精鉱
サプライヤーに対しエンゲージメントレ
ターを送付、情報交換を実施。
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統合報告書2025
47、48ページ

■ 当社インターナルカーボンプライシング（ICP）制度

10,000円/t-CO2（24年4月導入時点）

社内炭素価格

高効率設備の導入等のGHG削減目標達成に向けた取り組みを促進する

気候変動に関する取り組み

26年度 排出量取引制度の施行

より機動的な運用、積極的な先行投資が可能な制度へ向けた見直しを推進

「成長志向型カーボンプライシング構想」の理念実践

■ 成長志向型カーボンプライシング構想・排出量取引制度

出典：経産省産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 排出量取引制度小委員会 中間整理（令和7年12月19日）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf

本年4月 排出量取引制度施行

2028年 化石燃料賦課金導入予定

CO2排出のコスト化

成長志向型カーボンプライシング構想・排出権取引制度とインターナルカーボンプライシング制度

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
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サステナビリティ
レポート2025

20ページ

• 電気銅のCFP算定および第三者検証を実施

• 電気鉛のCFP算定および第三者検証を実施

現在の取り組み取り組み実績

気候変動に関する取り組み

政府や業界団体等、多方面でCFPの算定方法や活用方法について検討が実施され、国内外でCFPに関する
取り組みへの関心が高まっている。そのような状況から、当社では以下の取り組みを進めている。

• 当社で製造する主たる製品のCFPを順次算定

• 必要に応じ、第三者機関による検証、開示

• CFPデジタルプラットフォーム*の構築

CFP算定 CFP可視化

CFP計算データ取込・加工

基礎データ 排出原単位

データ加工

諸元データ

原材料投入量

電力使用量

燃料使用量

生産量

* CFPデジタルプラットフォーム：製品のCFPを可視化するデータ基盤（多くの製品を有する事業を対象）

※1 製品・サービスのライフサイクルを通じた温室効果ガス排出量の算定・表示。

…

デ
ー
タ
取
込

活動量

原材料由来

副資材由来

電力由来

燃料由来

廃棄物由来

製品A

CFP内訳

製品CFP

製品A

製品B

製品C

カーボンフットプリント（CFP）※1の取り組み
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サステナビリティ
レポート2025

67ページTopics －脱炭素化を加速する取り組み（資源循環と技術革新）－

気候変動に関する取り組み

再生可能エネルギー由来の電力で製造
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統合報告書2025
61ページ

気候変動に関する取り組み

◼ 2022年の昆明（こんめい）・モントリオール生物多様性枠組の採択、2023年の生物多様性国家戦略の改
訂。地域生物多様性増進法の施行など、国内外で枠組み整備や機運の高まり

◼ 鉱山経営をルーツとした広大な社有林(13,000 ha※)を全国に所有し適切な管理を実施

         ※ 山手線の内側の面積の約2倍

■ 環境省 自然共生サイトの認定取得

● 都市近郊林である当社手稲山林での森林整備に

おける環境負荷の低い作業システムなどが評価

● 法制化に伴う更新申請を手続き中

● 保全と活用の両立を目指した森林管理を実践

● 希少動植物の保全を行い、生物多様性へも配慮

● 環境教育などのイベントも開催

■ 北海道主要山林で国際的な森林認証を取得

生物多様性保全への取り組み
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サステナビリティ
レポート2025

70ページ

気候変動に関する取り組み

◼自然との共生を事業の核に：生物多様性保全方針の制定とTNFDレポートの発行

注力領域
• 事業活動、原料調達時の生物多様性への影響把握

• 社有林整備、休廃止鉱山管理を通じた生物多様性保
全機能の発揮

• 自然と触れ合う場の提供

• 金属資源循環による資源の有効活用と生態系への負
荷軽減

• 気候変動対策を通じた生態系保全

• 操業等における環境関連法令遵守

⚫ 生物多様性保全方針（2024年9月制定） ⚫ TNFDレポート（2025年5月発行）

情報開示の実行
• TNFD提言に沿って、自然関連のリスク・機会に関

する情報開示を行い、TNFD Adopterへも登録

• 直轄事業（14事業322拠点）における自然関連課題
の分析を実施

• サプライチェーンに関する分析は2026年以降実施

生物多様性保全への取り組み
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気候変動に関する取り組み

■ 保有山林の新たな価値創造：
CO2吸収量のJクレジット化に向けた取り組み

● 当社は保有山林の価値を再検証し、その一部を目に見える形にすることを目指しており、

 社有林における活動から得られる様々な便益について貨幣価値化を実施（下図）。

● 森林のCO2吸収機能については、Jクレジット制度を通じて価値化する作業も実施中

（2027年度に一部山林での創出を目指す）。

● その他将来的な生物多様性クレジットに

 ついても国内外の動向を注視しつつ社内

 検討を予定。

生物多様性保全への取り組み
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ＳＣＱ：Safety & Health（安全・健康最優先）、Compliance & Environment（法令遵守、公正な活動、環境保全）、
Quality（『顧客』に提供する製品・サービス等の品質）

ＳＣＱに関する取り組み
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労働安全衛生に関する取り組み

■ ゼロ災プロジェクト

三菱マテリアルグループは、2014年4月から「ゼロ災プロジェクト」を立ち上げ、安全衛生基盤の強化
に取り組んでいる。

●2025年度ゼロ災プロジェクト：目標

・休業４日以上の重篤な災害発生ゼロ
（休業４日以上災害ゼロの１年間継続）

・類似災害再発ゼロ

結果

SCQに関する取り組み
統合報告書2025

58ページ

挟まれ・巻き込まれ、切
れ・こすれ、転倒が全社の
類似災害として多く発生
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労働安全衛生に関する取り組み

■ 2025年度の課題・取り組み

① 災害情報の振り返りによる重篤な災害防止
・休業4日以上災害の発生状況は横ばいで、挟まれ・巻き込まれ、激突、切れ・こすれ、転倒の特定分類の災害が多い。
→ 重篤な災害の根本原因の追究および水平展開による類似災害の防止活動を展開

② 熱中症対策
・恒常化しつつある異常な夏の猛暑
→ 熱中症に関する健康教育、熱中症対策のウェアラブルデバイス装着、各種熱中症対策グッズや拠点での取り組み事例

の横展開、操業を落とすことも選択肢として検討

③ 安全意識調査を基にした課題改善の取り組み
→ 各拠点でトップからの安全意識の徹底を図る対策を集中的に実施

④ 安全・安心DXの推進
・2024年より安全活動データベース（ MGSD※１ ）の運用開始
→ ダッシュボードの拡充等で使いやすさを向上し利用拡大、追加の機能整備も進展

※1 MGSD：Materials Group Safety Database

SCQに関する取り組み
統合報告書2025

58ページ
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統合報告書2025
58ページ

労働安全衛生に関する取り組み

SCQに関する取り組み

【安全文化の発展段階】

反応型：人々は責任を取らず、事故は起こるものだと考えている。
（・事故が起きないと何もやらない ・本能による対応 ・安全担当者による管理）

依存型：人々は安全をルールに従うこととみなす。反応型に比べると事故率が減少する。
（・監督者による管理 ・言われたことはやる ・ルールの強制）

独立型：人々は安全に責任を負い、行動によって変化をもたらすことができると信じている。事故率はさらに減る。
（・個人レベルの実行 ・言われなくても自分から進んでできる ・個人的な価値基準 ・自分だけへの配慮 ・自己満足）

相互啓発型：チームは安全文化に対する当事者意識と責任を感じている。彼らはケガをゼロにすることは達成可能な目標であると信じている。
（・仲間に対する働きかけ ・仲間との相互注意 ・仲間への思いやり ・積極的な情報共有化 ・他人に対するケア ・組織に対する誇り）

目指す姿

当社G全体の
安全文化のレベル

出典：dss+ HP

2025年度の取り組み
・拠点長等向け安全教育
・安全教育の各拠点活動への
落とし込み（ラインウォークなど）

■ 安全意識調査について ※2024年6月に実施
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コンプライアンスに関する取り組み 概要

施策 具体的施策 対象者 対象エリア

研修

特定拠点での参加型研修（※） 特定拠点従業員（3拠点・304名） 国内

役員ガバナンス研修 役員（94名） 国内外

コンプライアンス・リスクマネジメント
（C・RM）管理者・担当者研修

C・RM管理者・担当者（126名） 国内

コンプライアンス研修 役員、全従業員 国内外

サーベイ コンプライアンス意識調査 役員、全従業員 国内外（海外はスタッ

フ層以上）

その他

内部通報・社員相談窓口周知（※） 役員、全従業員 国内

カスタマー・ハラスメント基本方針制定、
社内特設ページ公開（※）

役員、全従業員 国内

■ 2025年度の取り組み内容（対象にはグループ会社を含む）

※：次頁以降で説明

SCQに関する取り組み

役員・全従業員のコンプライアンス意識の徹底および重要なコンプライアンス違反の撲滅を
目指した施策を継続的に実施
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コンプライアンスに関する取り組み 事例①

■ 参加型研修の実施

コンプライアンス対応部署の担当者が対象拠点において、事前に拠点担当者との協議を経て作成した拠点
特有の事例に基づく内容・テーマで開催。
受講者がハラスメント等の当事者（被害者／加害者）になった状況等を想定し、参加型のロールプレイを
通じて多角的に問題を捉え、自分事化を促進。

SCQに関する取り組み
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コンプライアンスに関する取り組み 事例②

■ 内部通報・社員相談窓口周知、信頼性向上

SCQに関する取り組み

実際に相談窓口で受け付けた相談を基に加工し作成した事例を用い、通報者と相談室とのやり取りを紹介。
内部通報・社員相談窓口の信頼性向上に向けた取り組みを展開。
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コンプライアンスに関する取り組み 事例③

■ カスタマー・ハラスメントへの対応

SCQに関する取り組み

カスタマー・ハラスメント基本方針制定

カスタマー・ハラスメント社内特設ページの公開

2025年６月にカスタマー・ハラスメント基本方針を制定し、公開。社内向けには、B to B取引が主であ
る当社の従業員向けマニュアルを特設ページで公開。
マニュアルでは、具体例に対するNG／OK対応を掲載し、従業員に適切な対応を示すとともに、通報・相
談体制についても明示。
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品質に関する取り組み

■ 品質問題再発防止策への取り組み

当社グループは、品質管理に係るガバナンス体制の強化のため、グループ全体で品質問題を共有し、以下
の各施策の実行・強化に取り組み、「守りの品質」により不適合品を決して流出させない体制づくりを進
めてきた。
今後もこれらの施策はISO9001等の品質マネジメントシステムの中に組み込み、継続的に実行していく。

再発防止策 具体的取り組み

①フロントローディングシステム(FLS)の浸透 ・FLSガイドラインの運用状況を品質監査等で確認

②品質管理部門の体制・権限の強化
・品質保証機能の独立性を含む権限や業務履行状況を

品質監査等で確認

③品質教育の拡充

・国内外拠点の従業員への品質教育の継続実施
・若手社員への品質管理の基礎に関する教育
・中堅社員・管理者への品質コンプライアンスに関する

教育
・ISO9001を含む専門的な品質管理スキル向上のための

教育

④検査設備自動化の推進 ・検査設備の自動化を継続実施

⑤品質監査の強化 ・必要拠点への品質監査の継続実施

⑥外部コンサルタントの活用 ・品質コンサルタントによる指導会や勉強会を継続実施

SCQに関する取り組み
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品質に関する取り組み

現在「攻めの品質」として、不適合品の発生を防ぐための設計・設備・工程の実現にも取り組んでいる。
各カンパニーおよび拠点では活動計画を策定し、その達成に向けた各種改善活動を推進している。
品質が当社グループのブランド資産になるよう、品質教育や品質改善活動によって継続的なレベルアップ
を図り、お客さまが満足する製品を提供し続けていく。

■ 「守りの品質」から「攻めの品質」へ

SCQに関する取り組み

長期目標：当社グループのブランド資産
  としての「品質」を確立

●設計・設備・工程作りの最適化
⇒工程能力をアップ
⇒製品品質を高める

●当社グループ製品に対するお客様
からの高い信頼

●当社グループ製品の差別化・
 高い競争力

2025年度の取り組み
・不適合品を発生させないための仕組

み作りや自動化による蓄積データ等  
を活用した不良低減策の構築

・モデルラインを対象とした攻めの
品質の実現

・未然防止、源流管理およびデータ
連携/活用

攻めの
品質

品質がブランド資産となっている
レベル
（＝不適合品を発生させない

設計・設備・工程の実現）

品質
不正

現在

一般的にお客様が求めている安定的な品質レベル

（＝不適合品が発生することはあるが、流出させない）

事業を行ううえで必要最低限の品質レベル

（＝不適合品流出を何とか最終検査で食い止めているが、完全ではない）

社会からの信頼が失墜する品質レベル

（＝不適合品を不正に出荷）

守りの
品質

高

品質レベル

時間

ゴール
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人権デューデリジェンス（人権DD）について

SCQに関する取り組み

年度 内容

2022
～2023

三菱マテリアルグループ全105拠点についてセルフチェックリスト（SAQ）に基づく人権リス
クの特定・評価の実施完了

2024 各拠点において人権リスクの低減策を実施 
・物流資材部門の重要取引先（2024年度分）に対してリスク評価とフォローを実施
・重要取引先以外の取引先に対しても270社を選定し、2年間で実施する計画

2024年度は、140社に対してリスク評価とフォローを実施

物流資材部門の取引先以外の取引先（人材派遣、工事請負、外注加工等）より275社を選出し
てリスク評価を実施（要フォロー取引先４社を特定）

2025 各拠点において人権リスクの低減策を継続
・物流資材部門の重要取引先（2025年度分）に対してリスク評価とフォローを実施
・重要取引先以外の取引先に対しても130社に対してリスク評価とフォローを実施

物流資材部門の取引先以外の取引先のリスク評価結果をSAQに回答したすべての取引先に共有
要フォロー取引先4社へのフォローを実施

2026年度運用に向け、三菱マテリアルグループ全拠点向けSAQを見直し
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その他人権の尊重に関する取組み

■ 教育

・国内：人権啓発研修（研修動画配信）を実施（12月～、グループ会社含む）

・海外：人権啓発研修（研修動画配信・ 12言語） を実施（1月～）

■ 救済措置

・社内：国内は、三菱マテリアルグループ内部通報・社員相談窓口で対応

※) 通報は、当社の役員、従業員、国内当社グループの事業所内作業を請け負う事業者の従業員及び

特定業務委託事業者（フリーランス）がすることができます。
従業員には、嘱託、契約社員、パート、アルバイト、派遣労働者と退職から１年以内の者を含みます。
事業場用内を請け負う作業者とフリーランスについては、それぞれ当該請負作業及び受託業務への
従事終了時から1年以内の者を含みます。

海外は、MMC Group Global Hotline及び海外各社窓口で対応

・社外：三菱マテリアルのホームページに問合せ窓口を設置し対応

■ 現代奴隷法対応

カナダ：2024年度声明文をカナダ当局に提出、及び当社ホームページに掲載（5月）

英 国：2024年度声明文を英国当局に提出、及び当社ホームページに掲載（9月）

豪 州：豪州に拠点を持つ子会社が、2024年度声明文を豪州当局に提出（9月）

SCQに関する取り組み
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三菱マテリアル株式会社
IR室

〒100-8117 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビル

ml-mmcir@mmc.co.jp

https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/index.html

お問合せ先

＜免責事項＞

本資料における見通しは、本資料発表日時点で入手可能な情報により当社が判断したものです。

実際の業績は様々なリスク要因や不確実な要素により、本資料業績予想と大きく異なる可能性があります。

本資料に掲載されている内容・写真・図表などの無断転載を禁止します。
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